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抄録
我が国の股関節検診の歴史を紐解くと、1940年代にはすでに身体所見による乳児健診
では結果が不十分であることが明らかにされている。そのため戦後X線検査が導入しや
すくなると全例X線検診が行われ、1949年から盛んに報告された。また早期診断も重要と
考えられ、1956年から新生児の検診も報告されだした。1960-70年代熱意ある整形外科
による新生児期と乳児期のダブルチェックがなされた。1973年からの股関節脱臼予防啓
発活動により脱臼発生率が大幅に低下すると、新生児期の異常も減少し、自然改善も多
いことから、新生児期は予防処置が主体となっていった。新生児期に問題なく乳児期に
異常を示す例も周知され、股関節検診は生後3ヵ月が最適とする見解が受け入れられて
いった。そして日本の健診体制において股関節のチェックは、乳児健診のみで身体所見
にて行われることが慣習化されていった。これを問題視し早期診断に取り組んでいる医
療機関を2023年調査した結果、本研究会幹事およびJPOA健診委員会、計112名中
50.0％が実施していることが明らかとなった。今後さらに早期診断を推進するためには、
保健師による新生児訪問、小児科・産科による生後1ヵ月健診との連携による複数回
チェックが重要なカギとなってくる。厳密にはリスク因子を持たない脱臼例のすり抜けが
ありうることから、理想としては超音波スクリーニングが望まれる。以上を踏まえ今後のさ
らなる検診強化への道筋を考えたい。



わが国が目指すべき股関節検診

複数回健診の実現

リスク因子
で一次
健診強化

超音波検査
Graf法
の普及

2014年～ 遅診断
根絶



わが国が目指すべき股関節検診

複数回健診の実現

小児科医・産科医・助産師・保健師からの早期紹介を！

1ヵ月で1st checkを！
DDH早期診断のためには



国内の股関節検診にかかわる年表

1930年代

1940年代

1950年代

1960年代

1970年代

1980年代

1990年代

2000年代

1933年 竹沢貞女による世界初の産院新生児整形外科検診報告

1943年 横山哲雄による産院新生児検診と整復脱臼感の記述

1949年 名古屋大学渡邊が戦後初のX線検診報告（開始は1947年）

1952年 東北大学赤林がX線検診を開始→1956年 新生児検診開始

1964年 第1次宮城方式検診（全例X線検診）開始

1971年 松戸市全例X線健診開始

1972年 マスコミの非難を受けX線検診を中止し松戸方式検診開始

1975年 石田らの伏見区股脱予防活動の報告（開始は1973年）

1975年 小田浤「先天性股関節脱臼の集団検診に関する研究」

2000年 第2次宮城方式検診（リスク因子）開始

2012年 日本股関節研究会「乳児股関節健診あり方検討委員会」設置
2014年 二次健診への推奨項目を提言
2015年 厚労省から全国自治体へ推奨項目が通達

関節外科 VOL.41 No.4, p43-52, 2022 図1 より抜粋
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1942年 厚生省による乳幼児の開排制限による股関節脱臼検診の指導
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1948年 Palménによる新生児検診開始→1953年スウェーデン全土に確立

1957年 英国Barlowによる新生児検診開始

1980年 Grafによる超音波診断法の報告（universal US screening）
1992年 オーストリア全例超音波検診国家ブログラム開始（生下時と6週）

→ドイツ、スイス、モンゴルでも展開

2008年 英国NIPE健診国家プログラム開始（selective US screening）
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1942年 厚生省による乳幼児の開排制限による股関節脱臼検診の指導



International Interdisciplinary Consensus Meeting 
on DDH Evaluation (ICODE)

ICODEによるコンセンサス（2018年9月ハンガリーで開催）

オーストリア、ドイツ、スイス、ハンガリー、ギリシア、アイスランド、アイルランド、中国、イラン、アラブの

みならずUKも参加し、整形外科のみならず放射線科医、小児科医も参加した学会を超えた会議。

●評価には超音波が不可欠。Graf法が強く推奨される。

●超音波検査は生後6週までに全例スクリーニングで行う
べきで、治療も生後6週までに開始すべき。

●早期の超音波検査による早期治療は遺残性股関節形成
不全の発生を削減する。

●費用対効果は高く、過剰治療はもたらすことはない。
Springer; 1st ed.  (2022/6/11出版)

Ultraschall Med. 2019 Aug;40(4):454-464.



早期治療（生後6週以内）が必要とされる根拠

Tschauner & Graf (1994)

Graf法α角の成熟曲線において

生後8週から急激な成長が生じる。

⑥超音波スクリーニングはできるだけ早く、遅くとも生後6週目
までに実施すべき



9

オーストリア ドイツ

スクリーニング時期 生下時と6週 生後6週

調査期間 1992～2008年 1996～2001年

観血整復術 48% 34%

骨切り術 46% 43%

初回入院 62% 52%

⑩Graf法を用いた全例超音波スクリーニングのシステムは、
後の形成不全の問題を削減する



DDH早期診断・早期治療実態アンケート調査
（日小整会誌 32:164-169,2023）

幹 事 48名中40名 幹 事 39名
名誉会員 8名

回

答

47名

名誉会員 28名中13名
対

象 JPOA健診委員会
全国キーパーソン

138名中83名

65名

合計112名回答率82.4%

日本小児股関節研究会

（同一医療機関からの回答は１つとした）



アンケート内容

①早期診断のためのアプローチやシステム作りを行っていますか？

・行っている場合の連携先

②早期診断を行っている場合、その検査法は？

③早期治療（装具による）を行っていますか？

・装具の種類

・開始月齢

・早期治療体制開始年

・整復率の高低

・AVN発生状況



DDHの早期診断のためのアプローチやシステム
作りを行っていますか？（回答112）
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乳児健診を待たない早期紹介①

すでにはじまっている多職種連携
助産師・保健師との連携で早期スクリーニング

奥村（奈良市）：2013年より助産師新生児訪問から紹介

松原（長野県）：保健師新生児訪問から紹介

澤村（愛知県大府市）：2018年より保健師新生児訪問から紹介

助産師・保健師へ事前に研修をしたうえで、助産師・保
健師に直接紹介する権限を認めたシステムを構築。



乳児健診を待たない早期紹介②

すでにはじまっている小児科・産科連携
医中誌検索「股関節 健診 小児科・産科」

大橋 (宮城) 小児科クリニック（2009年～） 2か月健診時エコー

齋藤 (岩手) 小児科クリニック リスクとエコーによる検査

宮本 (長崎) 産科クリニック（2013年～） 1か月健診時の開排制限

奈良井 (鳥取) 大学小児科(2016年～) 1か月健診でのリスクチェック

下田 (練馬) 病院小児科（2017年～） 1か月健診でのエコー

大良 (福岡) 小児科クリニック 予防接種時の全例エコー

深沢 (福岡) 小児科クリニック（20年以上前）予防接種時の全例独自のエコー

杉田 (沖縄) 離島病院小児科（2013年～） 1ヵ月健診でのエコー→遠隔読影



乳幼児健康診査
身体診察マニュアル
国立成育医療研究センター（2018年3月）

乳幼児健康診査身体診察
マニュアル 2018年

股関節のチェックは1ヵ月の項目にも明記された！

→しかしおむつ2枚当てで乳児健診まで待機することが多い

→早期の受け皿となる二次健診受け入れ施設が必要



今後のさらなる早期診断に向けて

↓ 移植（2023/8/2）

JPOAホームページ        395.1件/日

たった7ヵ月で閲覧者数は8万人を超える差が生じている
学会発信の確実な情報は必要とされており影響力が大きい

演者が作成した個人サイト 17.3件/日

JPOAへアクセスした人の62.5%が股関節脱臼のページを閲覧

●保護者の理解からの早期診察希望（インターネット啓発）



今後のさらなる早期診断に向けて

●保健師新生児訪問事業からの早期紹介の推進

東大地域看護学講座との連携

「乳児の股関節脱臼の見落としゼロを目指す異常判別 AI と
コミュニティスクリーニングシステムの開発」

・地方自治体での試行データの二次分析

・地域看護職向け超音波検査教育プログラムの開
発と実装
・全国調査
・スクリーニング方法の開発
・地方自治体での試行

●保護者の理解からの早期診察希望（インターネット啓発）



今後のさらなる早期診断に向けて

●保護者の理解からの早期診察希望（インターネット啓発）

●保健師新生児訪問事業からの早期紹介

東大地域看護学講座との連携

こども家庭庁からのビッグニュースが飛び込んだ！

●小児科・産婦人科による生後1ヵ月健診からの早期紹介

公的な約束とならないか→四者協での提案は可能か？

（二次検診受け入れ施設が確立されているのでお願いしやすいか）



今後のさらなる早期診断に向けて

●小児科・婦人科による生後1ヵ月健診からの早期紹介

公的な約束とならないか→四者協での提案は可能か？

（二次検診受け入れ施設が確立されているのでお願いしやすいか）

こども家庭庁からのビッグニュースが飛び込んだ！



わが国が目指すべき乳児股関節検診

2024年～!?

複数回健診
1ヵ月で

1st checkを！

全例エコー
健診を
目指そう！

リスク因子
で一次
健診強化

超音波検査
Graf法
の普及

2014年～ 遅診断
根絶



ま と め

●DDHの早期診断は異論の余地がなく
遅診断例を根絶するために非常に重要なポイントである。

●リスク因子（2014年～）、複数回健診
チェック（2024年～）が実現し、
今後Graf法の普及が課題となる。

●早期診断と早期治療は本来セットであるべきで、
今後早期治療のエビデンスを蓄積し、
DDH治療マニュアル／ガイドラインの作成を要する。
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